
 
米国AI軍事利用紛争が日本企業に

突きつける課題と対応戦略 

エグゼクティブサマリー 

2026年2月、米国防総省とAnthropic の対立が決定的局面を迎え、トランプ大統領がAnthrop

ic製品の連邦政府使用停止を命じ、「サプライチェーンリスク」に指定する一方、OpenAIが

機密ネットワーク向けAI提供契約を締結した。この事件は、AIの最終的な制御権が開発企業

ではなく国家権力に帰属するという米国政府の明確な意思表示であり、「AI基盤モデルが国

家安全保障戦略に従属する軍事コンポーネントへと変質する」パラダイムシフトを意味す

る。日本企業は、米国AI政策の急変、サプライチェーンリスク指定の波及効果、防衛・安全

保障分野でのAI活用加速という三重の構造変化に直面しており、IP戦略・調達戦略・ガバナ

ンス体制の根本的な見直しが必要となっている。[1][2] 

 

事件の本質：何が起きたのか 

対立の構図 

米国防総省は2025年7月にAnthropic、OpenAI、xAI、Googleの4社と各約2億ドルのAI提供契

約を締結したが、4社すべてに対してAIモデルを「あらゆる合法目的（all lawful purpose

s）」で使用可能とする条項への同意を求めた。Anthropicは「①米国市民に対する大規模国

内監視」「②完全自律型致死兵器」の2つをレッドラインとして堅持し、契約上の法的保証

を要求した。国防長官ヘグセスはこれを「woke（進歩的すぎる）」と断じ、2026年2月27日

午後5時1分を最終期限とする最後通牒を突きつけた。[2][1] 

二つの結末 

Anthropicが拒否した直後、トランプ大統領は使用停止を命令し、ヘグセス長官はAnthropic

を「サプライチェーンリスク」に指定した。通常、ロシアや中国の敵対企業に適用される措

置であり、米国の主要テクノロジー企業に適用されるのは前例がない。一方、OpenAIは同日

夜に機密ネットワーク向け契約を発表し、「あらゆる合法目的」条項を受け入れつつ、技術

的セーフガード（セーフティスタック）で対応するアプローチを取った。[1][2] 



比較項目 Anthropic OpenAI 

「あらゆる合法目

的」条項 
拒否[2] 受入れ[2] 

安全制限の実装方法 契約条項（法的拘束力）[2] 技術的セーフガード

[2] 

交渉アプローチ 不可侵の「レッドライン」固守[1] 原則共有＋柔軟な実

装[2] 

結果 契約破棄・排除・サプライチェーンリ

スク指定[1] 
合意締結・市場拡大

[2] 

 

構造的意味 

この対立は単なる契約紛争ではない。米国防総省の2026年1月AI戦略文書は、「モデルの客

観性」を調達基準とし、「利用ポリシー制約のないモデル」を志向し、契約に「any lawful 

use」条項を標準化する方針を明示している。つまり、場当たり的な交渉ではなく、トラン

プ政権全体の「America's AI Action Plan」と整合する制度設計の延長線上にある。[3] 

 

日本企業への波及チャネル 

第1のチャネル：サプライチェーンリスク指定の連鎖的影

響 

「サプライチェーンリスク」指定（10 U.S.C. §3252）の破壊力は直接契約の停止にとどま

らない。米軍と取引するすべての請負業者・サプライヤー・パートナーがAnthropicとの商

取引を行うことが禁止される可能性がある。米国の防衛産業基盤を構成する約6万社に及ぶ

影響は甚大であり、AWS、Google Cloud、Palantir等のクラウド・テクノロジー企業からLoc

kheed Martin、Boeingなどの伝統的プライムコントラクターに至るまで波及する。[2][1] 

日本企業への具体的影響： 

• 米軍との取引実績がある日本の防衛関連企業・ITベンダーがAnthropicのClaude API

を自社システムに統合している場合、排除を迫られるリスクがある 

• Anthropicの収益の約80%はエンタープライズ顧客によるものであり、日本のエンタ

ープライズ顧客も間接的に影響を受ける可能性がある[2] 

• クラウドサービス経由でAnthropicモデルを利用する日本企業も、米国防衛産業サプ

ライチェーンとの関係性次第でリスクが発生する 

第2のチャネル：米国連邦政府AI調達の構造変化 



トランプ政権は大統領令14319号で「ウォーク（Woke）AIの防止」を掲げ、「非偏向AI原

則」に従って開発されたLLMのみを連邦政府機関が調達することを規定した。ジェトロの分

析によれば、日本・日系企業が連邦政府にAI関連の製品・サービスを提供する場合、この原

則への適合が不可欠となる。さらに、GSAはAnthropicをUSAi.govとMAS（包括調達枠）から

除外しており、政府AI調達基盤の再編が進行中である。[4][3] 

第3のチャネル：輸出管理とAIテクノロジースタックの国

際展開 

「米国のAI行動計画」は、同盟諸国に米国と同様の輸出管理を求め、「バックフィル」する

国にはFDPR（外国直接製品ルール）や2次関税での対抗を示唆している。半導体製造サブシ

ステムに対する新たな輸出管理も勧告されており、日本の半導体製造装置メーカーや素材企

業は影響を受ける。[4] 

 

日本企業がとるべき5つの戦略的対応 

1. AIベンダーポートフォリオの分散と「ベンダーロック

イン」回避 

今回の事件が示す最大の教訓は、単一のAIベンダーへの依存が事業継続リスクに直結すると

いうことである。Anthropicは機密ネットワーク上で「唯一のフロンティアAIモデル」であ

ったが、一夜にして排除された。[1][2] 

具体的アクション： 

• 複数のフロンティアAIモデル（OpenAI、Google Gemini、Anthropic Claude、国産LL

M等）を並行評価し、切り替え可能なアーキテクチャを構築する 

• AI利用のアブストラクション層を設け、特定モデルへの技術的依存を最小化する 

• 国産LLM（SB IntuitionsのSarashina等）への投資・評価を加速し、地政学リスクの

ヘッジとする[5] 

2. AI利用規約（AUP）と安全方針の戦略的設計 

Anthropicの事例は、AI企業の利用規約と安全方針が「単なるコンプライアンス文書ではな

く事業存続に関わる戦略的資産」であることを鮮明にした。[2] 

具体的アクション： 

• 「契約条項型」vs「技術的制御型」の二つのアプローチを使い分ける： Anthropicは

契約上の法的保証を求めて排除されたが、OpenAIは技術的セーフガード（セーフテ

ィスタック）で対応して合意に至った。日本企業がAIを軍事・安全保障関連の顧客



に提供する際には、OpenAI型の「原則共有＋柔軟な実装」アプローチが現実的な選

択肢となる[2] 

• 自社のAI利用規約に政府・安全保障用途に関する明確なガイドラインを設ける 

• EU AI Act（2026年8月にハイリスクAI要件が完全適用）と米国の「非偏向AI原則」

の双方に適合する、多層的なガバナンス体制を構築する[6] 

3. 防衛AI市場への戦略的参入と日米同盟の活用 

日本の防衛省は2024年7月に「AI活用推進基本方針」を策定し、目標探知・識別、情報収

集・分析、指揮統制など7つの重点領域を定めた。小泉防衛大臣は「AIは戦闘の帰趨を左右

する」と述べ、防衛分野におけるAI活用を国家戦略の中心に据えている。[7] 

具体的アクション： 

• 日米技術繁栄ディール（TPD）の活用： 2025年10月に署名されたTPDは、AIの安全

性評価や業界標準の策定における日米連携を規定しており、日本のAIセーフティ・

インスティテュートと米国のAI標準・イノベーションセンターの協力が進む。この

枠組みを活用して、日米共同の「信頼できるAIエコシステム」への参画を目指す[8] 

• 防衛イノベーション科学技術研究所への参画： DARPA型の組織として約1.4億ドルの

予算を持ち、AIやロボティクスの専門家100名を擁する。スタートアップやディープ

テック企業にとっては参入の好機となる[9] 

• 日米グローバルイノベーションチャレンジへの参加： Sakana AIが日本企業として

唯一受賞した実績があり、バイオディフェンスや偽情報対策など防衛応用のAIソリ

ューションを提案する場として活用できる[10] 

4. 経済安全保障・サプライチェーンリスクへの組織的対

応 

米国の「サプライチェーンリスク」指定が自国企業にも適用される前例が生まれたことで、

日本企業も自社のAIサプライチェーン全体を可視化する必要性が飛躍的に高まった。[1][2] 

具体的アクション： 

• AIサプライチェーンマッピングの実施： 自社が利用するAIモデル、クラウドインフ

ラ、学習データの提供元、パートナー企業の米国防衛産業との関係性を網羅的に把

握する 

• 経産省「サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度」（2026年度運
用開始予定）への早期対応： サプライチェーン全体のセキュリティ対策を可視化

し、リスク管理体制を構築する[11] 

• EAR（米国輸出管理規則）コンプライアンスの強化： ジェトロのレポートが警告す

るとおり、AI関連品目の位置検証機能の導入やモニタリング強化により、EAR違反の

リスク管理がますます重要になる[4] 



• FRONTEOなどの経済安全保障AIツールを活用し、取引先のリスクスクリーニングを強

化する[12] 

5. AI安全性・倫理ガバナンスの「日本モデル」構築 

日本は欧米のハードロー型規制ではなく、ソフトローアプローチを採用しており、AI事業者

ガイドライン（総務省・経済産業省）に基づく柔軟なガバナンスが特徴である。これは今回

の米国の事態を踏まえると、むしろ戦略的優位になり得る。[6] 

具体的アクション： 

• 「人間中心」原則を実装レベルで具体化する： Anthropicが堅持した「完全自律型

兵器における人間の関与」は、日本の防衛省のAI方針とも整合する。日本独自の安

全基準を国際標準化の議論に反映させることで、「安全性で競争優位を築く」戦略

を追求する[13][7] 

• AIセーフティ・インスティテュート（AISI）の機能強化を支援する： IPA内に設立

されたAISIは、安全性評価手法や国際連携を担う。企業としても積極的に協力し、

評価基盤の信頼性を高める[6] 

• デュアルユース技術の管理フレームワークを整備する： 民間AI技術の防衛転用が世

界的に加速する中、輸出管理や倫理的ガバナンスの確立が急務である[7] 

 

リスクシナリオと監視項目 

短期（〜6か月） 

シナリオ 日本企業への影響 対応優

先度 

Anthropicのサプライチェーンリス

ク指定が確定・拡大 
Anthropic利用企業は米防衛関連取引か

ら排除されるリスク[1] 
最高 

OpenAI「セーフティスタック」が

事実上の業界標準化 
日本企業も同様の技術的制御を実装す

る必要性[2] 
高 

GSAの調達枠再編が恒久化 米連邦政府向けAIサービス参入の要件

が変化[3] 
高 

 

中期（6〜24か月） 

シナリオ 日本企業への影響 対応優

先度 



「利用ポリシー制約のないモデル」

が国防調達の事実上の標準に 
民間向けと防衛向けの「二重エコシ

ステム」が形成[3] 
高 

議会が軍事AIの使用ルールを立法化 法的予見可能性が向上し、企業の対

応計画策定が容易に 
中 

EU AI Actハイリスク要件の完全適用

（2026年8月） 
米国とEUの規制の乖離に対応するマ

ルチリージョン戦略が必要[6] 
高 

日米AI輸出管理の協調強化 半導体・製造装置の輸出管理がさら

に厳格化[4] 
高 

 

監視すべき一次情報源 

• Anthropicの法廷闘争の行方（10 U.S.C. §3252の射程に関する判例形成）[3] 

• OpenAI−国防総省合意の一次文書（契約条項の具体的内容）[3] 

• 国防生産法（DPA）のAI企業への適用可能性に関する政令・委任[3] 

• DoD Directive 3000.09（自律兵器に関する人間の判断要件）の更新動向[3] 

• 日本の「AI基本計画」策定の進捗と防衛分野の位置づけ[14] 

 

結論：「国家の道具」時代のAI戦略 

今回の事件は、フロンティアAIモデルが「全人類のための普遍的な技術インフラ」から「特

定国家の安全保障戦略に従属する軍事コンポーネント」へと変質する転換点を示している。

日本企業にとって、この現実を直視した上での戦略再構築が急務である。[1] 

核心的な問いは、「AIの最終的な制御権と運用哲学を誰が決定するのか」である。米国は明

確に「国家」と回答した。日本企業は、この回答が自社のAIサプライチェーン、顧客関係、

技術戦略、知的財産ポートフォリオに及ぼす影響を精査し、「安全性と柔軟性の両立」とい

うOpenAI型アプローチと、「倫理的信念の固守」というAnthropic型アプローチの双方の教

訓を踏まえた、日本独自の第三の道を模索すべきである。その鍵は、日米同盟に基づく「信

頼できるAIエコシステム」の構築と、AIセーフティ・インスティテュートを核とした国際的

な安全基準の策定への主導的関与にある。[8][6][1] 
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11. 経産省「サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度 ... - 経産省の

「サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度に関するサブワーキン

ググループ」の中間とりまとめ （2025年4月7日公表）などの情報をもとに、2026年

度の運用開始に向けて実施すべき事... 

12. FRONTEO 経済安全保障 - 自社開発AIエンジン「KIBIT（キビット）」によるネット

ワーク解析システムを用いて、ますますニーズが高まる経済安全保障に関する経営

戦略やリスク対策を支援します。「サプライチェーン分析」「株主支配ネッ... 

13. 【2026】防衛省のAI戦略、ついに詳細発表！その内容とは？活用 ... - 防衛省がAI

を積極的に活用していく方針を発表しました。深層学習、機械学習といった最先端

技術は、防衛力の近代化にどのように貢献するのでしょうか。今回は、防衛省のAI

活用推進基本方針や防衛省がAIを重点活... 

14. 総合経済対策に盛り込むべき重点施策 

https://www.nri-secure.co.jp/blog/security-measures-assessment-system-for-strengthening-the-supply-chain
https://osint.fronteo.com/
https://ai-kenkyujo.com/news/ai-boueisyou/
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/kaigi/dai1/juutensesaku_set.pdf

